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株 式 会 社 京 急 シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー

貸 借 対 照 表

第23期

自 2017 年 4 月 1 日

至 2018 年 3 月 31 日



(単位：千円)

3,512,225 1,881,769

1,208,348 1,489,857

12,531 26,723

471,787 96,319

845 43,207

378 71,364

37,961 4,831

1,770,546 1,666

9,827 147,799

3,947,974 1,273,035

3,012,991 56,387

1,483,273 1,196,503

1,212,330 19,312

115,476 833

1,217 3,154,805

91,578

109,114 4,305,395

9,285 400,000

4,581 580,000

2,111 580,000

2,592 3,325,395

925,696 100,000

3,750 3,225,395

1,226 360,000

60 2,865,395

861,867

49,147

9,645 4,305,395

7,460,200 7,460,200

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨て表示しております。

純 資 産 合 計

金　　額 金　　額

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

（ 純 資 産 の 部 ）

負 債 合 計

役 員 賞 与 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

前 受 収 益

預 り 金

そ の 他 の 流 動 負 債

預 り 保 証 金

預 り 敷 金

退 職 給 付 引 当 金

差 入 保 証 金

差 入 敷 金

会 員 権

繰 延 税 金 資 産

流 動 負 債

固 定 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 装 置

その他の無形固定資産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

2018年3月31日現在

貸 　借 　対 　照 　表

流 動 資 産

固 定 資 産

現 金 及 び 預 金

立 替 金

未 収 金

未 収 収 益

商 品 及 び 製 品

科　　　目科　　　目

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計

前 払 費 用

工 具 器 具 備 品

土 地

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

（ 負 債 の 部 ）

負 債 純 資 産 合 計

預 け 金

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

建 物
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 個  別  注  記  表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準および評価方法 

 （1）有価証券の評価基準および評価方法 

     その他有価証券（時価のないもの） 移動平均法による原価法 

   

（2）たな卸資産の評価基準および評価方法 

     商品及び製品   最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額に

ついては収益性の低下による簿価切下げの方法)      

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産    定額法 

       主な耐用年数は以下の通りであります。 

         建物               １０～６５年 

         建物付属設備          ２～４７年 

         構築物               ２～２０年 

         機械装置             ５～１２年 

         工具器具備品          ２～１５年 

(2) 無形固定資産    定額法 

       主な耐用年数は以下の通りであります。 

     ソフトウェア                ５年 

         施設利用権            ５～１５年 

     その他無形固定資産          ５年 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の

見込額に基づき計上しております。 

 

（2）役員賞与引当金             

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事

業年度に見合う分を計上しております。 

 

 

（3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期

末要支給額を計上しております。 
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４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１． 有形固定資産の減価償却累計額     ３，７５２，６２２千円 

 

２． 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く） 

(1)  親会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く） 

       短期金銭債権              １，７１２，３３０千円 

       長期金銭債権                ８６１，８６７千円 

       短期金銭債務                 ４９，４３３千円 

長期金銭債務                 １３，２００千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

（1）  親会社との取引高 

     営業取引による取引高 

       営 業 収 益                  ２２，９８３千円 

       営 業 費 用               １，１６０，４３１千円 

     営業取引以外の取引による取引高 

       営業外収益                   ７，６５５千円 

      

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類および総数 

      普通株式                      １９，６００株 

 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

（1）２０１８年 ６月９日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

イ  配当金の総額                                   ４９，０００千円 

ロ  １株当たり配当額                                  ２，５００円 

ハ  基準日                                     ２０１７年 ３月３１日 

ニ  効力発生日                                 ２０１７年 ６月１０日 
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３．当事業年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

（1）２０１８年６月１３日開催予定の定時株主総会に、次のとおり付議する予定であり

ます。 

イ  配当金の総額                                  ８１，６３４千円 

ロ  配当の原資                                         利益剰余金 

ハ  １株当たり配当額                                  ４，１６５円 

ニ  基準日                                     ２０１８年 ３月３１日 

ホ  効力発生日                                  ２０１８年 ６月１４日 

 

（税効果会計に関する注記） 

 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

      退職給付引当金        ６，１６８千円 

未払事業税          ５，３７０千円 

ゴルフ会員権評価損      ２，５１０千円 

      減価償却費超過額         ８６９千円 

一括償却資産           ６８３千円 

      賞与引当金            ５１０千円 

未払事業所税           ５０１千円 

その他            ２，８５８千円 

     繰延税金資産小計       １９，４７２千円 

評価性引当額              ０円 

繰延税金資産合計       １９，４７２千円 

繰延税金資産の純額      １９，４７２千円 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額              ２１９，６６３円０３銭 

    １株当たり当期純利益              ２０，８２５円４６銭

 


